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1．はじめに：研究目的
本稿の目的は，現職教員を対象としたリカレント教育プ

ログラムと特別支援学校教諭養成プログラムから，本学（愛
媛大学）の免許法認定通信教育の現状と実践成果を報告す
ることである。

本稿の構成は，以下の通りである。第 2 節では，学校教
育を取り巻く社会環境の変化と課題から免許法認定通信教
育の展開の必要性を考察する。次に第 3 節では，第 2 節を
踏まえ，文部科学省による免許法認定通信教育の推進に対
する対策を概観する。第 4 節では，第 3 節を踏まえ，文部
科学省の施策に対し，本学における免許法認定通信教育の
展開状況と成果を考察する。その上で，本学における免許
法認定通信教育の実施に係る課題を明らかにする。最後に，
結論と本学が免許法認定通信教育の展開・開発における抱
負と取組を検討する。

2．免許法認定通信教育の展開の必要性：学
校教育を取り巻く社会環境の変化と課題
から

1949 年に施行された教育職員免許法施行法によると，
大学以外のすべての学校の教員等は教育職員免許状（以下：
教員免許）が必須になった。つまり，原則として幼稚園，
小学校，中学校，高等学校の教員は，学校の種類ごとの教
員免許状が必要となる。それは戦前とは異なる新しい教育
を担える教師にするための研修を受けさせ，教育の質向上
を図ることが目的であった（山本，2020）。教育職員免許
法第 4 条・第 5 条によれば，教員免許状は，普通免許状（専
修免許状，一種免許状，二種免許状），特別免許状，臨時
免許状という 3 種類がある。免許状は，各都道府県教育委
員会が必要要件に応じて，申請者が必要な要件を満たして
いるかどうかを判断した上で授与している。教員免許を授
与されるためには，2 つの要件のいずれかを満たす必要が
ある。①所要資格，すなわち学位と教職課程等での単位修
得，または教員資格認定（試験幼稚園，小学校，特別支援
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学校自立活動のみ実施）の合格を得るか，②都道府県教育
委員会が行う教育職員検定（人物・学力・実務・身体面）
に合格することである。教員免許を取得するための学習機
会には，大きく分けて 2 つのルートがある。一つは，教員
養成課程もしくは教職課程のある大学で学び，免許状を取
得するルートである。もう一つは，既に大学を卒業して教
員教育支援員等として働いているが，教員免許状未取得の
者，または既に免許状を有しており，上位の免許状や他校
種・他領域の免許取得を希望する者が，働きながら勉強し
て，免許状を取得するルートである。後者に関してはこれ
まで，都道府県の教育委員会等が主催する対面式の免許法
認定講習が中心であったが，高齢化，少子化，情報化など
と言われる様々な社会環境の急速な変化の影響を受けて，
弾力性のある現職教員向け免許新規取得・更新の講習・教
育の開発が課題となっている。また，文部科学省有識者会
議の報告書（2017）によると，現在，教員の年齢構成の影
響から少子化にも関わらず増加傾向にあった教員需要が，
全国的には減少に転じる転機を迎えており，教員養成・研
修のあり方が問われている。例えば，現職教員にリカレン
ト教育機会の提供や，時間的・地理的要因により生じうる
受講の壁を解消するため，ICT 教材を効果的に活用した
実施方法や実施体制の検討が課題になっている。また，大
学が都道府県・指定都市教育委員会と協働しながら，ICT
教材の活用のみならず，全国的に課題となっている効果的
な指導方法の開発や研究・検証，事例集や普及資料の作成
を支援する必要がある。こうした状況の中，大学等が主催
する免許法認定通信教育や関係協力者との連携教育活動が
注目されるようになってきた。その背景にあるのは，学校
教育を取り巻く社会情勢の変化である。

（1）既存の現職教員の資質の保持・向上への対応必要性
文部科学省総合教育政策教育人材政策課（2019）は，

2018 年の「OECD 国際教員指導環境調査（Teaching and 
Learning International Survey）」（以下：OECD TALIS）
の結果に基づき，調査参加国と比べて日本における教師
の資質能力向上の課題が残されると強調している。OECD 
TALIS は，学校の学習環境と教員及び校長の勤務環境に
焦点を当てた国際調査である。2008 年に第 1 回調査（参
加 24 か国・地域，日本は不参加），2013 年に第 2 回調査（日
本を含む 34 か国・地域が参加），2018 年に第 3 回調査（日
本を含む 48 か国・地域が参加）が実施された（文部科学
白書，2019）。日本の学校教員の現状と課題については，「学
級の規律と学習の雰囲気」「教員の仕事時間」「実践指導」
という 3 方面から考察されている。まず，「学級の規律と
学習の雰囲気」については，OECD TALIS 2018 の調査結
果から，前回 2013 年の調査と比べて日本における小中学
校では学級における規律が整っており良好な学習の雰囲気
があると評価できる。一方，「教員の仕事時間」に係る課

題としては，日本の教員の仕事時間は 1 週間当たり小学校
で 54.4 時間，中学校で 56.0 時間となり，参加国中で最も
長く，人材不足感も大きいと指摘されている。仕事時間と
関連して，職能開発活動に使った時間は，1 週間当たり小
学校で 0.7 時間，中学校で 0.6 時間であり，参加国中で最
短という現状であり，人材不足感につながることが明らか
となった。この結果から，教員に学ぶ意欲があっても，多
忙で職能開発の時間確保が困難であるという状況が生じて
いると推測できる。最後の「指導実践」については，主体
的・対話的で深い学びの視点からの授業改善や ICT 活用
の取組が不十分と見られている。例えば，「新しい知識が
役立つことを示すため，日常生活や仕事での問題を引き合
いに出す」（2018 年：53.9%；2013 年：50.9%；参加国平均：
76.7%），「児童生徒を少人数のグループに分け，問題や課
題に対する合同の解決法を出させる」（2018 年：44.4%；
2013 年：32.5%；参加国平均：52.7%），「児童生徒に課題
や学級での活動に ICT（情報通信技術）を活用させる」（2018
年：17.9%；2013 年：9.9%；参加国平均：51.3%）といっ
た項目について頻繁に行う日本の中学校教員の割合は，前
回 2013 年調査と比べて若干増えているが，参加国の平均
と比べて依然として低い結果となった。同様に，「批判的
に考える必要がある課題を与える」（小学校：22.8%；中学校：
24.5%；参加国平均：82.8%），「明らかな解決法が存在しな
い課題を提示する」（小学校：15.2%；中学校：16.1%；参
加国平均：37.5%）の 2 項目において，児童生徒の自己肯
定感や学習意欲を高めることに対して高い自己効力感を持
つ日本の小中学校教員の割合は，参加国平均と比べて顕著
に低いと指摘されている。

以上から，既存の現職教員の資質の保持・向上への対応
が更に求められていると言える。

（2）現職教員のリカレント教育や氷河期世代への対応必
要性

人生 100 年時代においては，人生モデルは「教育・雇
用・退職後」という伝統的な 3 ステージのモデルから，探
検・移行・ポートフォリオ型等を含んでいるマルチステー
ジのモデルに変わっていく。また，2030 年頃は，IoT（モ
ノのインターネット）やビッグデータ，人工知能等の技術
革新が一層進展（第 4 次産業革命）し，狩猟社会，農耕社
会，工業社会，情報社会に続く，人類史上 5 番目の新しい
社会「Society 5.0」の到来が予想されている（文部科学省，
2020a）。このように，「人生 100 年時代」と「Society 5.0」
の到来という背景を受けて，誰もがいくつになっても学び
直し，活躍することができる社会の実現に向けて，関係省
庁が連携して転職や復職，起業等を円滑に成し遂げられる
社会を構築していくリカレント教育を一層推進する必要性
が高まっている。特に，氷河期世代のリカレント教育は重
要かつ解決が急がれる課題として注目されている。就職



大学教育実践ジャーナル  第21号  2022

免許法認定通信教育の実践成果と課題
―現職教員を対象としたリカレント教育プログラムと特別支援学校教諭養成プログラムから―

109

氷河期世代は，雇用環境が厳しい時期に就職活動を行った
世代である。その中には，希望する就職ができず，新卒一
括採用をはじめとした流動性に乏しい雇用慣行が続いてき
たこともあり，現在も，不本意ながら不安定な仕事に就い
ていたり，無業の状態になったりする等，様々な課題に直
面している者がいる。教員においても就職氷河期世代は同
様の状況におかれている。就職氷河期当時の採用試験倍率
は過去最高の 13.3 倍であり，教員免許を取得したものの，
採用に至らなかった者が 100 万人以上いると推計されてい
る（文部科学省，2020b）。

一方で，就職氷河期世代は，非正規雇用（非常勤講師・
臨時採用講師等）として教員経験を積んでいたり，民間企
業・行政等で社会人として経験を積んでいたりする。この
ような就職氷河期世代が教員として採用されることで，教
育現場に多様性が生まれ，OECD TALIS 2018 の結果で指
摘されている課題を解決できる可能性がある。だが，就職
氷河期世代が正規採用となる上で，課題も残されている。
就職氷河期世代は，安定した正規採用を望んでいるが，自
身が有する教員免許と採用側のニーズがマッチしていな
い。例えば，自身は中学校一種（公民）を持っているが，
同科目での募集人数が極めて少ないため正規採用に至らな
い等の問題がある。よって，このような教育現場のニーズ
を踏まえた教員免許状取得プログラムの開発が，問題の解
決につながると考えられている。

以上のことから，教員養成，現職教員の再教育は喫緊の
課題である。

（3）特別支援学校教員免許保有者の必要性
文部科学省初等中等教育局特別支援教育課が出してい

る 2009 年及び 2019 年の「特別支援教育資料」によると，
2019 年 5 月まで，特別支援学校在籍者数は 144,434 人に達
しており，2009 年度の在籍者数と比べて，23.4% の増加と
なっている。特に，特別支援学校（知的障害）の在籍者数は，
この 10 年間において，増加の一途である。また，通常の
学校に目を向けると，特別支援学級在籍者数は 278,140 人
であり，2009 年度の 135,166 人と比べて約 2.1 倍に，通級
による指導を受ける児童生徒数は 2009 年度の 54,021 人か
ら 2019 年の 134,185 人までに増加し，2009 年度より約 2.5
倍拡大した。障害種別で見ると，特別支援学校では「知的
障害」の在籍者数の増加が，特別支援学級では「知的障害」
及び「自閉症・情緒障害」の在籍者数の増加が，通級によ
る指導では「言語障害」・「自閉症」・「情緒障害」・「学習障
害」・「注意欠陥多動性障害」の児童生徒数の増加が顕著で
ある（竹内，2020）。特別な支援を必要とする児童生徒総
人数の増加に伴い，特別支援学校のみならず，通常の学校
においても障害のある幼児児童生徒の支援をさらに充実し
ていくことが必要となっている。

2007 年 4 月から，従来の「特殊教育」に代わり，「特別

支援教育」が学校教育法に位置づけられている。特別支援
教育とは，障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向
けた主体的な取組を支援するという視点に立ち，幼児児童
生徒一人一人の教育的ニーズを把握し，その持てる力を高
め，生活や学習上の困難を改善または克服するため，適
切な指導及び必要な支援を行うものである（文部科学省，
2005）。また，2007 年 9 月に署名した障害者の権利に関す
る条約」（以下：「条約」）の第 24 条では，障害に基づくあ
らゆる差別（合理的配慮の否定を含む）の禁止，障害者が
社会に参加し包容されることの促進等が謳われており，特
に教育分野では，インクルーシブ教育システムや合理的配
慮の提供等について規定されている。「条約」によれば，
インクルーシブ教育システムとは，人間の多様性の尊重等
を強化し，障害者が精神的及び身体的な機能等を最大限度
まで発達させ，自由な社会に効果的に参加することを可能
とするとの目的の下，障害のある者と障害のない者が共に
学ぶ仕組みであり，障害のある者が一般的な教育制度から
排除されないこと，自己の生活する地域において初等中等
教育の機会が与えられること，個人に必要な「合理的配慮」
が提供される等が必要とされている。

前述したように，特別な支援を必要とする児童生徒総人
数の増加の背景を受け，障害の重度・重複化や多様化など
への対応を実現させるために，特別支援学校教諭の特別支
援学校教諭免許状（以下：特支免許）の保有率の向上や，
特別支援教育に関わる全ての教員の専門性向上が必要と
なっている。文部科学省中央教育審議会答申（2015）にお
いて，2020 年までに「おおむね全ての特別支援学校の教
員が（特支）免許状を保有すること」を目指すという方針
が打ち出された。しかしながら，OECD TALIS 2018 の調
査結果では，調査対象の一つである日本の小中学校校長が，
質の高い指導を行う上で，支援職員の不足や，特別な支援
を要する児童生徒への指導能力を持つ教員の不足が問題と
の課題が記載されている。この点について，苅田（2017）
は，特支免許の取得率は国の目標に比べるとまだまだ低く，
当該免許状を有する教員の人数は大きく不足していると指
摘している。また，文部科学省（2020c）の調査結果によ
ると，特別支援学校で特支免許を保有していない教員の割
合は，2020 年 5 月まで，全国では 15.1%（10,613 人）に及
ぶ。徐々に減少してはいるものの，現状として特別支援学
校の教員の 1/6 強がまだ特支免許を保有していない。ま
た，勤務している特別支援学校の障害領域に応じた特支免
許保有率について，①視覚障害 66.1%，②聴覚障害 59.6%，
③知的障害 88.0%，④肢体不自由 85.7%，⑤病弱 80.4% と
なっている。③，④，⑤はおおむね 8 割以上であるのに対
し，視覚障害と聴覚障害の教員免許保有率は 60% 前後の
みを推移している。また，2015 年の中教審答申でも，「小
中学校の特別支援学級担任の所持率も現状の 2 倍程度を目
標として，特別支援学校教員免許状の取得を進めることが
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期待される」とされているが，2015 年度の保有率が 30.7%
であるのに対し，2020 年度の保有率は 30.9% にとどまる。
専門性の観点から，特別支援学級の教員も特支免許の保有
率の向上を促す必要があると考えられている。

3．文部科学省による免許法認定通信教育の
推進

これらの問題を解消するためには，研修機会やリカレン
ト教育機会の提供や促進を通して，現職教員の特支免許保
有率や，教員の資質の保持・向上が不可欠と考えられてい
る。2014 年 3 月の教員免許更新制度の改善に係る検討会
議では，教員免許更新制度の改善について提言がなされて
いる。すなわち，免許状更新講習との相互認定を活用する
ことにより，現職教員が免許状を新たに取得することがで
きる免許法認定講習等の制度を積極的に開発する必要があ
ると強調された。これを踏まえ，文部科学省は，大学等の
高等教育機関に専門性の高い通信教育の開発・実施を推進
してきた。例えば，教員免許状の新規取得や上位免許状取
得の弾力化として，免許法認定講習，公開講座，通信教育
といった制度が設けられている。教育職員免許法の「別表
第 3」1）・備考 6 によれば，教育職員検定において必要と
する単位は，文部科学大臣の指定する養護教諭養成機関，
文部科学大臣の認定する講習，大学の公開講座，通信教育，
文部科学大臣が大学に委嘱して行う試験をもって替えるこ
とができると定められている。このうちの「文部科学大臣
の認定する講習」が認定講習に該当する。免許法認定講習・
公開講座・通信教育とは，一定の教員免許状を有する現職
教員が，上位の免許状や他の種類の免許状を取得しようと
する場合に，大学の教職課程によらずに必要な単位を修得
するために開設されている講習・公開講座である。2）

なお，文部科学省が公表した 1990 年度から 2019 年度ま
での免許法認定講習・公開講座・通信教育実施機関 3）を
見ると，主に教育委員会や大学などが行っている。開講科
目は主に「教科」「教職」「特別支援教育」「養護」「栄養」
といった 5 領域に係る科目が含まれている。また，免許法
認定講習・公開講座・通信教育の実施状況についての統
計は，2011 年まで三者が一括で集計されたが，2012 年度
より集計方法が変更され，「1. 免許法認定講習・公開講座」
と「2. 免許法認定通信教育」の 2 つの部分が別集計となっ
た。本稿の検討対象である「免許法認定通信教育」の開設
者数，講座数，受講者数，授与単位数の推移については，
表 1 に示す通りである。「免許法認定通信教育」を実施す
る主体は，大学等となっている。また，開設者数，講座数，
受講者数，授与単位数が全体的に年々増えていることから，
大学等によって主催されている免許法認定通信教育が，現
職教員の資質の保持・向上の促進において，従来の教育委
員会のみならず，大学が果たす役割も大きいと言える。

表 1 免許法認定通信教育の実施状況の推移

 

出典：文部科学省 1990 年から 2019 年の免許法認定講習・公開講座等
実施状況の推移より作成

このように，文部科学省は新規取得や上位免許状を取得
する方法や制度を講じているほか，現職教員の新たな免許
状取得促進のため，例えば小学校教員が中学校免許状を取
得する際に通常は 22 単位程度が必要であるが，小学校勤
務経験が 3 年あれば 14 単位で取得が可能になるなど，積
極的に受講環境の充実を図っている。文部科学省は，「現
職教員の新たな免許状取得を促進する講習等開発事業」を
2017 年度から打ち出している。また，就職氷河期世代の
リカレント教育への支援という喫緊の課題に対応するため
に，文部科学省は 2020 年度から「就職氷河期世代を対象
とした教職に関するリカレント教育プログラム事業」を打
ち出している。

4．愛媛大学免許法認定通信教育の取組
愛媛大学は，2015 年から，現職教員の教員免許取得に

関する多様なニーズに柔軟に対応するため，文部科学省の
複数の事業を受託して，免許法認定通信教育を開設してい
る。本節では，文部科学省事業受託により，リカレント教
育と特支免許認定通信教育を実施している本学の取組を事
例に考察していく。

（1）事例 1：現職教員を対象としたリカレント教育プロ
グラムから

1）事業趣旨

本学教育学部は，2020 年度から文部科学省の実施する
「就職氷河期世代を対象とした教職に関するリカレント教
育プログラム事業」の委託を受けて，小学校教諭二種免許
法認定通信教育を実施している。本認定通信教育は，小学
校教諭二種免許状を取得するための機会を提供し，必要な
単位を修得させるとともに，現職教員の資質向上を図るこ
とを目的としている。
2）受講対象

幼稚園教諭の普通免許状または中学校の教諭普通免許状
を有し，当該学校種における非正規採用教員等として 3 年
以上の実務経験をもつ者である。
3）受講方式とその魅力
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本学は，対面式と通信式を組み合わせたハイブリッド型
認定講習・実践力向上講習を行っている。このような他の
国公立大学法人にはない本学の優位性を最大限発揮し，就
職氷河期世代の新たな免許取得を促進する制度の開発と実
施に取り組んでいる。具体的には，就職氷河期世代のう
ち，既に有する基礎免許状によって非正規雇用として幼稚
園・中学校教諭として勤務している教員が，新たに小学校
教諭の二種免許状を取得し，かつ小学校の教育現場におい
て必要となる実践力を向上させられるカリキュラムを開設
する。このカリキュラムを具体的に以下に述べる（図 1）。

幼稚園・中学校教諭が，免許法認定講習・免許法認定通
信教育等により小学校に主免許状を取得する場合，図 1 左
に示す通り，12 ～ 13 単位が必要である。2020 年度は，7
科目 12 単位の講座を提供している。2021 年度から，昨年
度に開講の 7 科目 12 単位に加え，算数・図画工作・道徳
の理論及び指導法という 3 科目 5 単位を新規開設する。な
お，1 単位 15 時間は，8 時限で構成される。受講者は，各
時限において，オンライン学習管理システムである NTT
ドコモ社 gacco（以下：「gacco」）で 5 分程度に編集され
た動画コンテンツ 10 〜 12 個を視聴した上で課題（小テス
トへの解答・ミニレポートの提出）に合格する必要があ
る（1 時限の学習時間：約 60 〜 90 分）。2020 年度と同様
に，2021 年も新型コロナウイルス感染症の影響で対面式
の最終試験を実施することが難しいと判断し，オンライン
スクーリングの課題及び最終課題を課している。各時限後
の課題，スクーリングの課題，最終課題を総合的に評価し，
合否判定を行う。合格者には，本学より単位修得証明書（学
力に関する証明書）を発行する。

また，受講者には，免許状取得に必要な単位を修得する
ためのオンライン型認定講習（認定通信教育）だけではな
く，実践力向上を補完するため，対面式の実践力向上講習
を受講することを促す。そのため，小学校現場において求
められる実践力を向上させる対面式講習（えひめ教師塾等）
を組み合わせたハイブリッド型講習を開設する。図 1 右に
示す通り，若手教員や教員志望学生の実践力を向上させる
ために，実践力向上講習（えひめ教師塾 30 時間，教材開
発プロフェッショナル講座 30 時間，チーム学校スペシャ
リスト養成講座 75 時間）を開設している。これらの講座は，
愛媛県教育委員会，松山市教育委員会，愛媛県総合教育セ
ンター，本学附属校園等と協働し，教材開発や模擬授業等
の演習を通して，受講者の実践力を高めている。詳しくは
後述する。
4）考察：実施結果

a. 単位修得の実績から見る効果
小学校教諭二種免許法認定通信教育は，2020 年 8 月か

ら 11 月まで実施し，計 70 名（延べ 436 名）が受講した。
内訳は表 2 の通りである。436 名の受講者のうち，途中辞
退者は 29 名であり，辞退率は 6.7% であった。動画の視
聴及び課題提出を済ませ，最終課題を提出した者は 365 名

（83.7%）であり，合否判定を行った結果，合格者が 358 名，
合格率が 82.1% であった。また，就職氷河期世代を支援す
る目的で，受講料減免制度が設けられている。2020 年度は，
1 講座につき 1,500 円のところ，受講料減免対象者は 1 講
座につき 1,000 円とした。受講者 70 名（延べ 436 名）のうち，
13 名（延べ 86 名）が減免を受けた。

本認定通信教育の受講者数は当初の定員を大幅に上回っ

図 1　本学におけるオンライン型認定講習と対面型講習の併用によるハイブリッド型カリキュラム
出典：著者らにより作成
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ている。2020 年度に本学が実施した受講者アンケート 4）

の回答から，「受講料の安さ」が理由の一つと推測された。
また，受講理由として「完全オンラインといういつでも，
どこでも受講できる通信教育の便利さと柔軟さ」「短期間
で単位修得」「通信教育内容の充実度」の 3 点に整理でき
る。講習に対する評価も概ね高く，肯定的な意見が 9 割を
占めていた。次年度も開講してほしい，科目を増やして開
講してほしいとの記述も散見される。一方で，受講者の要
望として，①講習の全体像，課題，スクーリングの日程を
早めに知らせてほしいこと，②オンライン学習管理システ
ムである「gacco」やスクーリングで使った「Zoom」の操
作がわからないため，事前に使い方の講習をしてほしいこ
とが挙げられていた。これらの要望に応じて，2021 年度は，
昨年度の経験を踏まえ，実施要項での掲載や本学の通信教
育ホームページ及び事務局対応等を通して，改善作業が進
められている。
b. 教育行政との連携・協働を活用する実績から

2015 年度より，本学教育学部・教育学研究科と愛媛県
総合教育センターの連携事業として「えひめ教師塾」を開
催している。本連携事業は，愛媛県教育委員会が定める教
員育成指標の養成段階と基盤形成期を架橋する研修事業と
して位置づけられており，愛媛県の教員志望者（大学 4 年
生等）と教職経験 10 年目までの教員や講師を対象として，
指導技術の向上を目的として実施している。教員志望学生
のうち，「えひめ教師塾」のプログラムの 3/4 以上に参加
した者の教員採用試験合格率は，毎年 85% を超えている。
また，2018 年度より，本学教職大学院が主催，愛媛県教
育委員会， 愛媛県教育研究協議会，愛媛県教育会が後援し，
チーム学校スペシャリスト養成講座を開催している。地域
連携，教育福祉，教育相談，ICT 支援等，教育現場にお
ける現代的諸問題を取り上げ，これらの問題に関して専門
性を高めようとする教職員，チーム学校専門スタッフ（地
域学校協働活動推進委員，ICT 支援員，スクールサポー
トスタッフ，スクール・ソーシャル・ワーカー，準スクー
ルカウンセラー等）を対象に，アクティブラーニング型の
講習を実施している。

本学教育学部は，愛媛県教育委員会，松山市教育委員会，
愛媛県総合教育センター，附属校園等と密接な連携・協働
関係を構築しており，教育現場のニーズに対応した教員養
成課程を開発してきた。また，採用段階や基盤形成期，資
質・能力向上期における実践力向上（前述の実践力向上講
習，初任者研修，3 年経験者研修）だけではなく，中堅教員・
ミドルリーダーの専門性向上（例：5 年経験者研修，10 年
経験者研修），及び管理職のリーダーシップ力向上等に資
する研修等において，主体的に役割を担ってきた。

一方で，認定通信教育と並行で実施している実践力向上
講習については，愛媛教師塾の受講者が 298 人，チーム学
校スペシャリスト養成プログラムの受講者が 409 人であっ
た。ただし，認定通信講習の受講者の実践力向上講習への
受講は，見当たらなかった。その理由として，実践力向上
講習の一部が対面式であること，今年度はコロナウイルス
の影響で対面式講習の受講が難しいことが挙げられる。

（2）事例 2: 特別支援学校教諭養成プログラムから
1）事業趣旨

本学は，2015 年度から 2020 年度までに文部科学省より
事業を受託し，特別支援学校教諭免許状（一・二種）に対
応した免許法認定通信教育を実施した。このプログラムは，
教育職員免許法の規定に基づき，必要な単位を修得させる
とともに，現職教員の資質向上を図ることを目的としてい
る。
2）受講対象

以下の受講対象に免許法認定通信教育を提供する。
a. 特別支援学校教員のうち基礎免許状で授業を行ってい

る者，もしくは特別支援学校教諭二種免許状を有している
者で一種免許状の取得を希望する者。

b. 幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び中等教育学校
の現職教員で，特別支援学校教諭二種免許状の取得を希望
する者。

c. 特別支援学校教諭の免許状を有している者のうち，領
域追加を希望する者。
3）受講方式

出典：本学の本プログラムの実施状況に基づき，著者らにより作成

表 2　2020 年度本学における小学校教諭 2 種免許法認定通信教育の受講状況
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受講方法は，「Zoom」等のオンラインシステムを用いた
同期型のスクーリングとオンライン学習管理システムであ
る「gacco」を用いた非同期型の動画コンテンツ視聴で構
成されている。愛媛県を含め日本には，島嶼部や山間部等
の過疎地域など，対面式認定講習等の会場から離れた地区
に勤務する教員も多い実況を踏まえ，インターネット等を
活用することで遠隔地に勤務する教員も受講しやすいとい
うメリットがある。また，学習成果の確保について，動画
コンテンツは事前に撮影した動画や関連資料を「gacco」
を介して配信している。加えて，各動画に関連した確認テ
ストを実施することで，受講者の習熟度を評価できるよう
にしている。インターネット等を活用することで遠隔地に
勤務する教員も受講しやすくすることを目的とした。さら
に，認定通信教育の実施について検討委員会を設け，当該
事業で開発・実施した講習について評価を行うとともに今
後の課題について検討を行っている。
4）開講科目の体系性

表 3 に示すように，特別支援学校教諭免許状（一・二種）
に対応する（全領域：視覚障害，聴覚障害，知的障害，肢
体不自由，病弱）12 科目を開講している。

これらの科目は，教員免許更新講習との相互活用により
受講しやすくしている。オンラインによる認定講習を開催
している大学は全国にいくつかあるが，教育実習を除く特
別支援教育に関する科目は第 1 欄から第 3 欄まであり，そ
れらすべてを網羅しているのは本学だけである。また，第
2 欄では障害種別に対応した科目であるが，「視覚障害者」

「聴覚障害者」「知的障害者」「肢体不自由者」「病弱者」と
いう 5 領域すべてに対応しているのも本学のみである。
5）考察：実施結果

a. 実績から見る効果

愛媛大学では，2015 年度より一種免許状取得もできる
ようにプログラム開発を行った。図 2 に示すように，開講
当初の 2015 年と 2020 年を比較すると受講者数，合格者数
ともに約 10 倍弱になっている。具体的には，開講初年度

（2015 年）には，6 科目が開講されており，延べ 98 人が受
講した。2016年度に受講者数は2倍以上に増えてきており，
205 人に達した。2017 年度から 2020 年まで，4 年間連続
で 500 人以上が受講していた。併せて，2017 年度から免
許状の障害領域も徐々に増やしていった。昨年度より，視・
聴・知・肢・病の全 5 領域に対応した科目を開講している。
その結果，受講者数は年々増加し，2020 年にはついに 800
名を超えた。以上のことから，本学が実施している免許法
認定通信養育は特別支援学校教諭免許状保有率の向上に大
きく寄与していると言える。
b. 受講者評価から見た効果

受講者からの評価では，「認定通信講習の内容や提供さ
れる教材の適切さ」「オンラインで学習するという方法の
利便性」「字幕付き教材等の支援の工夫」といった面で，

図 2　本学における特別支援学校教諭免許法認定通信教育の受講者数と合格状況推移

表 3　2021 年度本大学が開設している科目一覧（各科目１単位）

第
1
欄

特別支援学校の
基礎理論に
関する科目

1. 特別支援教育概論

第
2
欄

特別支援教育
領域に関する
科目

2. 視覚障害者の心理・生理・病理特性
　と支援
3. 視覚障害者の教育課程と指導法
4. 聴覚障害者の心理・生理・病理
5. 聴覚障害者の教育課程と指導法
6. 知的障害者教育総論
7. 肢体不自由者教育総論
8. 病弱者教育総論

第
3
欄

免許状に定めら
れることとなる
特別支援教育領
域以外に関する
科目

9. 障害支援機器を用いた合理的配慮概論
10. 発達障害者教育総論
11. 重複障害者教育総論
12. インクルーシブ教育実践論
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肯定的な意見が寄せられた。また，昨年度までは文部科学
省の助成を受けていたため，講座受講料は 1 講座つき 5,000
円としていた。2021 年から，本大学独自の予算となった
ため，講座受講料の他，入学金 1 万円とシステム利用料
5,000 円を徴収することとなった。とはいえ，図 2 に示す
ように，2021 年度の受講者数は，876 人に達しており，費
用増を超えて履修者が増えた理由として，次の 2 点が推測
できる。1 点目は，インターネットを介した 5 つの障害領
域すべてに対応する通信認定教育を実施している大学は希
少であり，特支免許取得希望者のニーズに対応しているこ
とが推測される。2 点目は，本学が主催する特別支援学校
教諭免許法認定通信教育が受講者に肯定的に評価され，評
判が流布されている可能性が高いことである。一方で，受
講者からの評価から，前述のリカレント教育プログラムの
受講者評価と同様に，パソコンの操作等が不得手な受講者
も一定数おり，2020 年度は操作に難しさを感じ，受講を
諦めた受講生がいると推測される。通信教育のデメリット
が受講障壁とならないように，事務局の支援体制をより整
備していく必要性があると考えられる。

5．おわりに
本学では，2015 年度から文部科学省より事業を受託し，

特別支援学校教諭免許状（一・二種）の取得を促進する免
許法認定通信教育を実施してきた。2015 年から 2020 年ま
での 6 年間で，2,777 名の受講者（そのうち，2,108 名合格；
合格率 73%）に新規・上位免許取得及びリカレント教育
の機会を提供した。この認定通信教育の推進は，特支免許
の保有率を向上させるために機能していると考えられる。
また，現職教員を対象としたリカレント教育のための認定
通信教育は，文部科学省受託事業「就職氷河期世代を対象
とした教職に関するリカレント教育プログラム」の中で免
許状を新規取得できる唯一の認定講習であり，教員養成系
大学・国公立大学が開設している唯一の小学校教諭二種免
許法認定通信教育でもある。2020 年の合格実績から見る
と，436 名受講者のうち 358 名が合格し，合格率が 8 割以
上に達した。さらに，本学は新たな免許を取得するための
対面式の免許法認定講習と，免許法認定通信教育を組み合
わせたハイブリッド型カリキュラムを開発した。

これらの実績と経験を踏まえ，「通信教育なら愛媛大学
に」という通信教育の拠点を学内に形成できるように取り
組んでいく。その目標を達成するために，以下の 3 点につ
いて，引き続き努力する必要がある。

第一に，特別支援学校教員を養成する中核的な大学とし
て今後も役割を果たし，現職教員から「学校教諭免許を取
得するなら愛媛大学が一番望ましい」と言われるよう，本
学の特色あるカリキュラムを充実させていく。第二に，教
員免許状保有者の数が不足していることや，現職教員の質

向上等は全国的な課題であることから，円滑に免許状を取
得できる共通の制度やシステムを早急に作らなければなら
ない。そのためにも他県の大学とコンソーシアム等を結ぶ
など，本大学が中心となってネットワークを拡げていく必
要性がある。第三に，2020 年から文部科学省は，新型コ
ロナウイルス感染症に係る現下の状況を鑑み，本来講習計
画において実施を予定していた免許法認定講習の全部また
は一部を対面による講習として予定通り実施することが困
難と認められる場合には，特例的な措置として，対面によ
る講習に相当する教育効果を有すると講習開設者において
認めるものについて，対面という方法によらない講習とし
て実施することを認めることとしている。通信教育は免許
状の更新や新規取得のための研修，リカレント教育におい
て，その重要性と便利性が更に認識されつつある。今後，
本学が実施する通信教育での学びを深めるため，各講座専
用のテキストを指定し，テキストでの学習と配信動画での
学びを併用することを工夫していく。

一方，課題としては，今まで「gacco」を免許法認定通
信教育の重要な土台としてきたが，受講者から，「gacco」
上で課題提出をする際に不具合が生じる場合があることが
度々指摘されている。例えば，一部の受講者の学習履歴（動
画視聴時間）が少なく表示されており，学習時間とシステ
ム上で反映された学習履歴の内容に不一致があるという点
である。学習状況がシステムに適切に反映されているかは，
免許法認定通信教育を実施する上で重要な問題である。学
習管理システムそれ自体の信頼性に関わる問題でもあるこ
とから，NTT ドコモ gacco 社に報告して原因の究明と改
良作業を進めていくか，本学独自のオンライン学習管理シ
ステムの開発を進めていくか，持続の視点から見ると，慎
重な検討を要する課題であると考えている。

注
1）別表第 4，別表第 5，別表第 6，別表第 6 の 2，別表第 7，別

表第 8 および施行規則第五条二の第 3 項も同様。

2）免許法認定講習・公開講座・通信教育の定義について：

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoin/010602.htm　

2021 年 9 月 27 日閲覧．

3）1990 年から 2019 年の免許法認定講習・公開講座等実施状況

の推移について　https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/

kyoin/06060809.htm　2021 年 9 月 27 日閲覧．

4）受講者アンケート調査について：免許法認定通信教育の特

徴やその実施効果を明らかにするため，「オンライン学習の

状況全般」「課題の提出関係」「学習管理システムの利用評価」

「オンラインと対面の両受講方法の比較」といった 4 つの内

容に関わる 54 問を設けた。Google フォームを利用し，2021

年 3 月 1 日から 4 月 1 日にかけ，2020 年度本学の 331 名の受

講者（小二種：70 名，特支：261 名）にアンケート調査をし

た。175 名（小二種：51 名，特支：124 名）より回答があり，
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有効回答率 52.9% であった。
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